
編集後記

郵政研究所では７月が人事異動期ということもあり、７月に新体制で研究をスタート

し、翌年の６月までに研究成果を取りまとめるというのが、研究の一つのサイクルと

なっています。この時期、新しい研究成果を、調査研究報告書やディスカッション・

ペーパー等の刊行物を通じて発表しております。

発表した研究成果につきましては、そのテーマや発表媒体等を本誌の「郵政研究所通

信」欄やウェブサイト等で紹介しておりますので、関心を持たれたテーマがございまし

たら、ぜひ一度ご覧下さい。ウェブサイトのアドレスは http：／／www. iptp. go. jp／

です。

送付先住所の変更等ございましたら、お手数ですが担当までご連絡お願いいたします。

現在の送付先及び新しい送付先をご記入の上、FAXにて郵政研究所研究交流課あてお送

り下さい。

（FAX：０３―３２２４―７３１４）

読者の皆様からのご意見・ご感想等を募集しております。詳細については「郵政研究

所通信 Opinion―読者の声―」をご覧下さい。皆様からのご意見等お待ちしておりま

す。（外薗）
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規制改革と思想革命 岩田 一政

金融システムにおける柔らかな官民関係に向けて�

藤田 康範

公益事業における料金割引について 沼田 吾郎

日本における転換社債の転換行動 古家 潤子

年齢別、世帯人員構成の変化が世帯の所得及び消費格差に

与える影響：1984-1994 茂木 優寿
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郵政省 郵政研究所
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Ministry of
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